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1． は　じ　め　に
　2018年の夏，東京都はじめ日本の全国各地で
は，2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会（以下，「2020年東京大会」）の開幕ま
であと 2年であることを祝う記念イベントが数
多く開催された。また，最近ではテレビ・新聞
などのメディアおよび東京都内の公共空間や交
通機関などで，2020年東京大会のスポンサー企
業による大会ロゴをあしらった広告やコマー
シャルをよく目にするようになってきている。
さらに，その労働条件についてはさまざまな意
見が出たものの，2018年 9 月26日には東京都と
大会組織委員会（TOCOG）により大会を支え
るボランティアの募集がインターネットの特設
サイトを通じて始まった。こうして，2020年東
京大会に向けた気運が（少なくとも開催都市で
ある東京都においては）徐々にではあるが高
まってきているように感じられる。
　この2020年東京大会に関しては，大会ロゴの
選定，新国立競技場の建設，膨らむ経費，真夏
の時期に設定されている大会日程等，大会自体
の運営のあり方をめぐって多くの報道，議論が
メディアを通じてなされている。一方でこれと
比較すると，2020年東京大会のもうひとつの重
要なテーマである，大会がもたらす＜レガシー
（legacy）＞については，その言葉は見聞きする
ことが増えつつあり，またいくつかの学術書も
刊行され始めてはいるが（たとえば石坂
（2018），間野・三菱総合研究所“ビジョン
2020”推進センター（2013），小笠原・山本編
（2016），ジンバリスト（2016）など），一般的
に広く議論されているとは言い難い。加えて，
メディアなどで取り上げられたとしても，その
論点は主に2020年東京大会がもたらす経済効果
や大会に関連した都市の再開発に関するもの，
競技施設や交通網の整備などの「ハード・レガ
シー」に関するもの，ボランティアや障害者に
対する意識の変化などの「ソフト・レガシー」
に関するものが多く，本稿の主題であるスポー
ツ参加の促進や競技力向上，スポーツ文化の発
展等を意味する＜スポーツ的レガシー（sporting 
legacy）＞に置かれることは少ないように思わ
れる。
　そこで本稿は，2020年東京大会組織（招致）
委員会や文部科学省によって大会開催のあり方
と大会の＜レガシー＞を考える上での「モデル」
と位置づけられている1），2012年ロンドンオリ
ンピック・パラリンピック競技大会（以下，
「2012年ロンドン大会」）において，どのような
＜スポーツ的レガシー＞が企図されていたのか，
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また，2012年ロンドン大会を通じていかなる
＜スポーツ的レガシー＞が実現された（あるい
は実現されていない）と考えられているのかを
明らかにすることを試みる。具体的には，政策
評価研究2）の立場から，2012年ロンドン大会の
＜レガシー＞に関する計画（DCMS, 2007, 
2008, 2010a, 2012; LOCOG, 2005）と，2012年
ロンドン大会後に国際オリンピック委員会
（International Olympic Committee: IOC），イギ
リス3）の中央政府（主に担当省庁である文化・
メ デ ィ ア・ス ポ ー ツ 省（Department for 
Culture, Media and Sport: DCMS）），大ロンド
ン市，イギリス議会上院・下院から刊行された
大会自体と同大会の＜レガシー＞に関する評価
報 告 書（Grant Thornton et al., 2013; HM 
Government and Mayor of London, 2013, 2014, 
2015, 2016; House of Commons Committee of 
Public Accounts, 2013; House of Lords Select 
Committee on Olympic and Paralympic Legacy, 
2013; IOC, 2012）の内容を比較検討するととも
に，関連する統計資料や先行研究での議論の内
容を紹介することで4），2012年ロンドン大会が
遺した＜スポーツ的レガシー＞とは何だったの
かについて考察する。後述するように，2012年
ロンドン大会は招致活動の段階で大会の＜レガ
シー＞が問われるとともに，大会開催前に大会
の＜レガシー＞に関する計画が本格的に策定さ
れたはじめての大会となった。また，本記念号
の「主役」である内海和雄名誉教授は「福祉国
家とスポーツ・フォー・オール」という視点か
ら長きにわたり日本とイギリスのスポーツ政策
の比較研究に取り組まれ（内海，2003, 2005, 
2009a, 2009b, 2010a, 2010b, 2015），イギリスの
状況を「鑑」としながら日本のスポーツ政策に
対する提言を積極的に行われてきた。さらに，
主に「平和」を大きなテーマに掲げながらも，
10年以上にわたり近代スポーツの集約点として
の「オリンピック」という研究課題と格闘して
こられた（内海，2012）。本稿では「師」のこ
うした問題意識を継承しつつ，2012年ロンドン
大会の＜スポーツ的レガシー＞に関わる政策の
全体像とその成果を描き出すことで，2020東京
大会の＜スポーツ的レガシー＞についての議論
の活性化に向けた「端緒」を提示したい。
2． IOC の＜レガシー＞戦略とそれに対
する批判
2．1 IOC の＜レガシー＞戦略
　ところで，本稿の主題であるオリンピック・
パラリンピックの＜レガシー＞とはいかなる概
念なのであろうか。また，オリンピック・ムー
ブメントの中でどのように登場してきたのであ
ろうか。IOC は2017年に刊行した戦略文書の
中で，＜レガシー＞について次のように定義し
ている5）。
　オリンピックのレガシーは，あるビジョ
ンの結果である。それは，人びと，都市／
地域，そしてオリンピック・ムーブメント
にとっての，オリンピック競技大会やス
ポーツイベントを開催することによって開
始もしくは加速される，有形・無形のあら
ゆる長期的な利益を包含する。
（IOC, 2017: 13）
　その上で，オリンピック競技大会の＜レガ
シー＞は，大会によって異なるものの，主に1）
組織化されたスポーツの振興（Organised 
sports development）， 2）スポーツを通じた
社会的発展（Social development through sport），
3）人間のスキル，ネットワークとイノベー
ション（Human skills, networks and innova-
tion）， 4）文化と創造的発展（Culture and 
creative development），5）都市の開発（Urban 
development）， 6）環境の向上（Environment 
enhancement）， 7）経済的価値とブランド資
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産価値（Economic value and brand equity），
の 7つの側面に関わるものであると述べている
（IOC, 2017: 17–19）。
　この＜レガシー＞という概念についてはじめ
て本格的な議論がなされたのは，2002年11月に
ローザンヌで開催された IOC の国際シンポジ
ウムにおいてであった。そして同年11月29日に
メキシコシティで行われた IOC 総会で，オリ
ンピック憲章の規則 2「IOC の役割」に「オ
リンピック大会から開催都市，開催国にいたる
まで，ポジティブなレガシーを推進するための
手段を講じる」という文言を追加することが決
定された。この決定は2003年版のオリンピック
憲章に反映された。その後，＜レガシー＞とい
う概念は2012年夏季大会の招致活動より，立候
補都市が IOC に対して提出する立候補ファイ
ルの必須項目として位置づけられるようになる
（荒牧，2013: 2–3）6）。その結果，2012年ロンド
ン大会は開催前に大会の＜レガシー＞に関する
計画が本格的に作成されたはじめての大会と
なった（Girginov and Hills, 2009: 163; Weed, 
2013: 87）。
2．2 IOC の＜レガシー＞戦略に対する批判
　このように，近年，＜レガシー＞という概念
はオリンピック・ムーブメントの中で重要な位
置を占めるようになってきている。しかし，
IOC による＜レガシー＞という概念の創造と
展開（＝「＜レガシー＞戦略」）に関しては，批
判的な見方も存在する（Girginov and Hills, 
2008; Gratton and Preuss, 2008; 石坂，2018；
石坂・松林，2013；MacAloon, 2008）。その論
点は，大きく分けて次の 2点に集約される。す
なわち，第 1に，IOC の＜レガシー＞戦略は，
行き過ぎた商業主義や2002年ソルトレークシ
ティ大会招致をめぐる不正問題など，IOC が
直面したさまざまな課題を克服するために展開
された「ブランディング戦略」，「成長戦略」と
しての性格を有しているという点である。第 2
に，（主に招致活動において）ポジティブな
＜レガシー＞のみしか強調されないという点で
ある。＜レガシー＞戦略に内在するこれらの特
徴を踏まえ，歴史学者のジョン・マカルーンは
＜レガシー＞をめぐる言説の持つ「魔術的な特
性」と正面から向き合うことが，オリンピック
の歴史的，政治的成果について研究する上で必
要であると論じる（MacAloon, 2008: 2069）。こ
うした議論を踏まえながら，以下では2012年ロ
ンドン大会の＜レガシー＞に関する計画と，大
会後に刊行された大会および同大会の＜レガ
シー＞に関する評価報告書を批判的に読み解い
ていきたい。
3． 2012年ロンドン大会の＜レガシー＞
計画の概要
　はじめに，2012年ロンドン大会の＜レガ
シー＞に関する計画の内容について検討する。
表 1は，2012年ロンドン大会の招致委員会なら
びにイギリスの中央政府が刊行した同大会のレ
ガシーに関する計画文書の内容を，「オリンピッ
ク・パラリンピックの開催意義」と本稿の主題
である＜スポーツ的レガシー＞に関する言及を
中心にまとめたものである7）。
　2012年ロンドン大会の＜レガシー＞について
論じた代表的な文書としては，まず，大会の招
致活動の際に IOC に提出された立候補ファイ
ル（LOCOG, 2005）が挙げられる。この中では，
「イギリスのスポーツにとってのレガシーを遺
す」ことが2012年ロンドン大会を開催する意義
の一つとして掲げられた。そして，＜スポーツ
的レガシー＞の具体例としては，「若者のスポー
ツ参加の促進」，「エリートスポーツに対する支
援」，「大会関連施設を利用したスポーツイベン
トの招致」などが挙げられた。この立候補ファ
イルで示された内容は，その後の中央政府の
＜レガシー＞計画および＜スポーツ的レガ
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シー＞の内容を方向づけていくこととなる。
　2007年になると，トニー・ブレア（Tony 
Blair）労働党政権のもとで，中央政府として
は初の＜レガシー＞計画となる『2012年に向け
た我々の約束（Our Promise for 2012）』（DCMS, 
2007）が刊行された8）。この中では，「エリー
トでの成功」，「大衆参加」，「学校スポーツ」が
具体的な達成目標（数値目標）を伴いながら
＜スポーツ的レガシー＞の柱として位置づけら
れた。さらに，翌2008年にはゴードン・ブラウ
ン（Gordon Brown）労働党政権のもとで，『大
会前・大会期間中・大会後――2012年ロンドン
大会を最大限活用する（Before, During and 
After: Making the Most of the London 2012 
Games）』（DCMS, 2008）が策定された。この
文書は『2012年に向けた我々の約束』で示され
た2012年ロンドン大会の＜レガシー＞に関する
方向性，目標を達成するための行動計画（アク
ション・プラン）を提示するものであった。そ
のため，オリンピック・パラリンピックの開催
意義および＜スポーツ的レガシー＞の内容につ
いては2007年の文書から若干の変更はあるもの
の，概ね引き継がれている。また，＜スポーツ
的レガシー＞に関しては，たとえば「スポーツ
を通じて若者を鼓舞する」については中央政府
の「若者に向けた体育・スポーツ戦略（PE 
and Sport Strategy for Young People）」や「学
校スポーツパートナーシップ（School Sport 
Partnerships）」の取り組みが9），「人びとをより
活動的にする」に関してはスポーツ・イングラ
ンド（Sport England）をはじめとした各ホー
ム・ネーションのスポーツ・カウンシル
（Sports Council）10）の戦略および関連省庁や各
競技団体による健康増進に関する政策的取り組
みが，そして「エリートでの成功」については
エリートスポーツ政策を担当する政府系機関で
ある UK スポーツ（UK Sport）の戦略が紹介
されるなど， 3つの＜スポーツ的レガシー＞の
実現に向けた関係機関による政策的取り組みが
詳細に論じられていた。さらに2010年には，
2012年ロンドン大会の＜スポーツ的レガシー＞
の構築を目指す取り組みの具体的な実践例をま
とめた『スポーツを人びとの日常生活に位置づ
ける――スポーツ・レガシーに関する取り組み
（Putting Sports into People’s Lives: Sports Legacy 
in Action）』（DCMS, 2010b）という文書も刊行
された。
　その後，イギリスでは2010年 5 月の総選挙の
結果，デイヴィッド・キャメロン（David 
Cameron）を首班とする保守党・自由民主党連
立政権が誕生した。この政権交代を受け，2012
年ロンドン大会の＜レガシー＞についても新た
な計画文書『2012年オリンピック・パラリン
ピック大会のレガシーに関する計画（Plans for 
the Legacy from the 2012 Olympic and 
Paralympic Games）』（DCMS, 2010a）が刊行さ
れた。加えて，大会の直前（2012年 3 月）には
＜レガシー＞の構築に向けた具体的な取り組み
や関係者によるコメントをまとめた『2012年の
むこうに――2012年ロンドン大会のレガシーを
めぐる物語（Beyond 2012: The London 2012 
Legacy Story）』（DCMS, 2012）が出された。表
1が示すとおり，政権交代があったものの，開
催意義の点では労働党政権のもとで刊行された
計画と保守党・自由民主党連立政権のそれとの
間に大きな違いは見られない。すなわち，いず
れの計画も 1）スポーツの振興， 2）大会のメ
イン会場であるオリンピック・パークの建設を
契機とした東ロンドンの再生，を2012年ロンド
ン大会の主要な＜レガシー＞と捉えていること
が窺える。また， 2点目と関連して，経済成長
やコミュニティの再生，社会参加の促進に取り
組もうとしていたことも読み取れる。一方，
＜スポーツ的レガシー＞に関しては，第 1に，
（主に若者に対する）スポーツ機会の提供とス
ポーツを含めた身体活動の奨励，第 2に，2012
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年大会でのメダル獲得に向けたエリート選手の
強化，第 3に，大会関連施設への大規模スポー
ツイベントの誘致やそれを通じた経済成長，が
一貫して認識されていたことが指摘できる。し
かしながら，中央政府の＜レガシー＞計画の内
容を検討したマイク・ウィード（Weed, 2013, 
2014）やダニエル・ブロイスとエミリー・ラ
ヴェット（Bloyce and Lovett, 2012）が指摘す
るように，連立政権のもとで出された計画は労
働党政権のそれと比べると具体的な政策目標を
明確にしておらず，代わりに特定のプログラム
に関する説明や（特に2012年の文書に見られる
ように）「レガシーをめぐる物語」あるいは「イ
ンプット」の強調に終始している。こうした変
化に対し，ウィードは「レガシー戦略の効力を
めぐる議論は，レガシー戦略がいかなる成果を
もたらし，それがどのように伝達されたかとい
う点を理解するという政策プロジェクトではな
く，2012年大会に対する93億ポンドの公共投資
を正当化するために何らかの成果を主張する政
治的プロジェクト」に陥ってしまったと厳しく
批判する（Weed, 2014: 282）。後述するように，
こうした傾向は2012年ロンドン大会およびその
＜レガシー＞に関する評価報告書にも受け継が
れていく。
4． 2012年ロンドン大会の＜スポーツ的
レガシー＞に対する批判的検討
　本章では，関係機関によって刊行された2012
年ロンドン大会に関する評価報告書（House of 
Commons Committee of Public Accounts, 2013; 
IOC, 2012）および同大会の＜レガシー＞に関
する評価報告書（Grant Thornton et al., 2013; 
HM Government and Mayor of London, 2013, 
2014, 2015, 2016; House of Lords Select 
Committee on Olympic and Paralympic Legacy, 
2013）の内容を検討する。その前に，これらの
報告書における評価を客観的に考察するために，
関連する統計資料をいくつか紹介したい。
4．1 関連する統計資料の分析
4．1．1 スポーツ予算の変化
　図1と図2はそれぞれ，UKスポーツとスポー
ツ・イングランドに対する国庫および国営宝く
出 典：UK Sport Annual Report（1999/2000–2009/10），UK Sport Annual Report and Accounts
（2010/11–2017/18），DCMS Annual Report（1998/99）をもとに筆者作成
図 1　UK スポーツに対する助成額の推移
0
20,000
40,000
60,000
80,000
100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
（千ポンド）
UKスポーツに対する国庫からの助成
UKスポーツに対する国営宝くじからの分配金
2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピックの＜スポーツ的レガシー＞とは？ 9
じの収益からの助成金の推移を示したものであ
る。詳しく見てみると，まず，UK スポーツに
対する助成額は，2012年ロンドン大会の開催が
決定した2005年以降大きく増加していることが
確認できる。すなわち，2005/06年度には総額
4,995万ポンドであったものが翌2006/07年度に
は 1 億638万ポンドへと倍増し，2012年ロンド
ン大会の開催年である2012/13年度にはその額
は 1 億5,426万ポンドに達している。ここから
は自国開催でのオリンピックでのメダル獲得に
向けて，イギリス中央政府が競技力向上施策に
対して積極的に財政的な支援を行おうとしてい
たことが窺い知れる。さらに，2013/14年度以
降も 1 億2,000万ポンドから 1 億3,000万ポンド
と2012年ロンドン大会前と同等の水準の助成が
行われている点は興味深い。
　一方，スポーツ・イングランドに対する助成
額は，総額に占める国庫からの助成金の割合が
増えたものの，1990年代から2011/12年度まで
は大きな変化は見られず総額 2 億5,000万ポン
ド前後で推移していた。しかし，2012/13年度
になると総額 3 億2,732万ポンドまで増加し，
その後は2016/17年度まで 3 億ポンドから 3 億
3,000万ポンド程度で推移している。これは後
述するように，大会後も2012年ロンドン大会の
地域における＜スポーツ的レガシー＞を構築す
るための政策的取り組みが一定期間継続されて
いたためだと考えられる。
4．1．2 夏季オリンピック競技大会における
メダル獲得数の変化
　次に夏季オリンピック競技大会におけるイギ
リス選手団（“Team GB”）の成績について見て
みたい。図 3 にあるように，Team GB の成績
は1996年のアトランタ大会では金メダル 1個，
合計でも15個のメダルを獲得するに留まってい
た。しかし，2000年のシドニー大会以降徐々に
その成績を改善し，2008年北京大会では戦後で
は最多となる金メダル19個，合計で47個のメダ
ルを獲得し，メダル順位では戦後最高の 4位と
なった。2012年ロンドン大会ではこれらの記録
をすべて更新し，金メダル29個，合計で65個の
メダルを獲得し，メダル順位ではアメリカ，中
出典：Sport England Annual Report（1996/97–2007/08），Sport England Annual Review（2008/09），
Sport England Annual Report and Accounts（2009/10–2017/18），DCMS Annual Report
（1998/99）をもとに筆者作成
図 2　スポーツ・イングランドに対する助成額の推移
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国に次いで 3位にランクインした。さらに驚く
べきことに，2016年リオデジャネイロ大会では
金メダル27個，合計で67個のメダルを獲得し，
メダル順位では 2位まで上り詰めた。
　こうした夏季オリンピック競技大会における
Team GB の好成績の背景には，UK スポーツ
が2006年から採用している「妥協なき（No 
Compromise）」アプローチがあったと考えら
れる11）。これはオリンピックでのメダル獲得が
期待できる競技種目（陸上競技，自転車競技，
水泳，ボート，セーリングなど）や競技者に重
点的に強化資金を配分する施策であり，一方で
は Team GB の成績の改善，向上につながった
と考えられる。しかし他方では，表 2にあるよ
うに，競技団体間の「格差」を生み出している。
特に，2012年ロンドン大会後，UK スポーツは
バスケットボール，ハンドボール，バレーボー
ルなどチームスポーツを中心に 6競技団体（ 8
種目）に対して助成金を打ち切ることを決定し
た。さらに，2016年リオ大会後，UK スポーツ
は追加で 4競技団体に対して2020年東京大会に
向けては助成を行わないことを通達している。
4．1．3 スポーツ参加率の変化
　最後に，スポーツ参加率の変化について考察
する。イギリスにはスポーツ参加率に関わる全
国的な調査として，文化・メディア・スポーツ
省が実施する Taking Partという調査（2011/12
年度まで）と，スポーツ・イングランドが実施
する Active People という調査（2015/16年度
まで）が存在した。表 3，表 4 は2005/06年度
以降の両調査の結果をまとめたものである。ま
ず，Taking Part 調査の結果を見てみると，全
体的なスポーツ参加率は2012年ロンドン大会の
開催が決定した2005年以降緩やかに上昇してい
ることが窺い知れる。しかし，大会組織委員会
や中央政府が＜スポーツ的レガシー＞の一つの
柱として掲げた若者（16歳から24歳）のスポー
ツ参加率は，減少傾向にあったことが読み取れ
る。同様の傾向は Active People 調査の結果に
も現れており，全体的なスポーツ参加率にい
たっては2011/12年度以降減少していたことが
明らかになっている。
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図 3 戦後の夏季オリンピック大会におけるイギリス選手団のメダル獲得数，メダル順位の推移
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単
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ド
ス
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ツ
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目
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シ
ド
ニ
ー
大
会
期
（
19
97
年
–2
00
1年
）
金
銀
銅
合
計
ア
テ
ネ
大
会
期
（
20
01
年
–2
00
5年
）
金
銀
銅
合
計
北
京
大
会
期
（
20
05
年
–2
00
9年
）
金
銀
銅
合
計
ロ
ン
ド
ン
大
会
期
（
20
09
年
–2
01
3年
）
金
銀
銅
合
計
リ
オ
大
会
期
（
20
13
年
–2
01
7年
）
金
銀
銅
合
計
東
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大
会
期
（
20
17
年
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02
1年
）
ア
ー
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ェ
リ
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n/
a
0
0
0
0
80
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00
0
0
0
1
1
2,
83
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00
0
0
0
0
0
4,
40
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00
0
0
0
0
0
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95
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23
7
0
0
0
0
0
陸
上
競
技
10
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00
, 0
00
2
2
2
6
11
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00
, 0
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3
0
1
4
26
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13
, 0
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4
1
1
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0
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0
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0
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3
1
1
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13
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3
14
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, 6
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1
1
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0
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1
2
3
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00
1
1
1
3
1 6
, 1
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2
1
1
4
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2
2
0
4
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, 0
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転
車
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40
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00
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1
1
2
4
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60
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00
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2
1
1
4
22
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4
2
14
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技
団
体
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ホ
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・
ネ
ー
シ
ョ
ン
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ン
グ
ラ
ン
ド
，
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コ
ッ
ト
ラ
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ラ
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動
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ー
ツ
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ウ
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受
け
て
い
た
。
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績
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。
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受
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銀
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ル
フ
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人
制
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グ
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ー
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オ
銀
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は
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ま
れ
て
い
な
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出
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ツ
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ェ
ブ
サ
イ
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s/
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Te
am
 G
B
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
ht
tp
:/
/w
w
w
.te
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.c
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/p
as
t-g
am
es
の
情
報
を
も
と
に
筆
者
作
成
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表 3　イングランドにおけるスポーツ参加率（週 1回，30分程度）の推移
（Taking Part 調査：2005/06年度－2011/12年度）
単位：パーセント
2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12
全国平均 41.2 40.9 42.0 41.3 42.4 42.6 43.8
非実施率 49.0 49.3 48.5 49.3 47.9 48.4 46.9
性別
男性 46.0 47.0 48.1 46.8 47.8 48.3 49.8
女性 36.6 35.2 36.2 36.1 37.3 37.1 38.2
年齢別
16歳から24歳 58.3 58.1 58.4 56.8 60.3 56.9 55.9
25歳から44歳 50.0 49.1 50.9 50.2 52.1 52.3 53.8
45歳から64歳 36.8 36.7 38.2 37.5 38.7 38.8 42.2
65歳から74歳 27.0 27.7 27.5 27.7 23.1 29.5 27.8
75歳以上 11.3 12.0 11.8 11.8 12.9 13.0 13.9
障害者／健常者別
長期療養者または障害者 25.1 24.9 25.0 24.1 23.9 24.8 26.6
健常者 47.8 47.4 48.5 47.9 49.2 49.7 50.6
人種別
白人（イギリス人） 41.4 41.1 42.2 41.4 42.6 42.6 44.0
黒人，エスニック・マイノリティ 39.5 39.5 40.1 40.3 40.5 42.5 43.0
注 1 ：表中の数字は「この 4週間の間に 1回30分以上の適切な強度のスポーツを少なくとも 4回以上実施した」と回答
した人々の割合を示している。
注 2：各年度の値はその年の 4月から翌年の 3月の間に集計された結果である。
注 3：「非実施率」とは「この 4週間の間に 1 回30分以上の適切な強度のスポーツを 1回も実施しなかった」と回答し
た人々の割合を示している。
出典：文化・メディア・スポーツ省の Taking Part 調査をもとに筆者作成
表 4　イングランドにおけるスポーツ参加率（週 1回，30分程度）の推移
（Active People 調査：2005/06年度－2015/16年度）
単位：パーセント
　 2005/06 2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16
全国平均 34.6 36.6 36.5 36.2 35.6 36.9 36.6 36.1 35.8 36.1
非実施率 57.4 55.0 54.9 55.4 55.7 55.4 55.9 56.7 57.4 57.0
性別
男性 39.4 41.4 41.8 41.5 41.3 41.7 41.4 41.2 40.7 40.5
女性 30.1 32.1 31.5 31.1 30.1 32.3 31.9 31.2 31.2 31.9
年齢別
16歳から25歳 56.2 57.7 56.5 56.0 54.5 54.6 54.5 55.0 55.2 55.5
26歳以上 30.6 32.5 32.7 32.4 31.9 33.4 33.2 32.5 32.1 32.4
障害者／健常者別
障害者 15.3 17.2 16.7 16.8 18.3 19.0 19.1 17.6 17.2 16.8
健常者 38.2 40.2 40.1 39.8 38.6 40.3 40.1 39.8 39.6 39.9
人種別
白人（イギリス人） 34.4 36.7 36.5 36.1 35.6 36.9 36.2 35.9 35.5 35.9
黒人，エスニック・マイノリティ 35.9 35.7 37.4 37.2 36.4 37.6 38.2 37.6 37.7 37.5
注 1：表中の数字は「この 4週間の間に 1回30分以上の適切な強度のスポーツを少なくとも 4回以上実施した」と回答した人々
の割合を示している。
注 2：各年度の値はその年の10月から翌年の10月の間に集計された結果である。
注 3：「非実施率」とは「この 4週間の間に 1回30分以上の適切な強度のスポーツを 1回も実施しなかった」と回答した人々の
割合を示している。
出典：スポーツ・イングランドの Active People 調査をもとに筆者作成
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4．2 評価報告書の内容の検討
　では，こうした統計資料で示されている結果
を含め，2012年ロンドン大会およびその＜レガ
シー＞に関する評価報告書では，大会の＜ス
ポーツ的レガシー＞はどのように表現されてい
るのであろうか。ここでは2012年ロンドン大会
の「当事者」である IOC，イギリスの中央政
府（文化・メディア・スポーツ省），大ロンド
ン市によって刊行された評価報告書と，第三者
的な立場から書かれていると考えられるイギリ
ス下院・上院の特別委員会による評価報告書の
内容を順に検討していきたい。
4．2．1 IOC ／イギリス中央政府／大ロンド
ン市による評価報告書
　表 5–1は IOC によって刊行された大会評価
報告書（IOC, 2012）と文化・メディア・スポー
ツ省によって刊行された2012年ロンドン大会の
＜レガシー＞に関する評価報告書（委託を受け
た外部機関によって執筆されたもの）（Grant 
Thornton et al., 2013）の中から，＜スポーツ
的レガシー＞に関する記述について抜粋し整理
したものである。ここから窺える特徴としては，
これらの評価報告書の議論の焦点が，第 3章で
概説した＜レガシー＞計画（特に2010年に刊行
されたもの）で示されていた＜スポーツ的レガ
シー＞構築に向けた様々なプログラムの内容
（「インプット」としての投資された額，「アウ
トプット」としての裨益者（団体）数等）にあ
ることが挙げられる。こうしてあるプログラム
の「インプット」，「アウトプット」が強調され
る一方で，これらのプログラムがスポーツ参加
の実態や人びとの行動様式に対して具体的にど
のような長期的変化をもたらしたのかはこれら
の報告書では全く論じられていない。また，文
化・メディア・スポーツ省の評価報告書の中で
は，オリンピック・パラリンピックのメダル獲
得数に関しては2008年の＜レガシー＞計画で提
示されていた目標値に対する達成度が明確に示
されているのに対し，スポーツ参加に関しては
Taking Part，Active People の両調査で上昇傾
向が見られる点を指摘するに留まっており，
2008年の＜レガシー＞計画で出された目標値が
達成されたか否かについての評価は下されてい
ない。こうしてみると，これらの評価報告書は
＜スポーツ的レガシー＞の構築に向けた政策的
取り組みが規定通り実施されたのか，その目標
を達成したのか，さらには具体的にいかなる
＜スポーツ的レガシー＞を遺したのかという政
策評価研究の掲げる根本的な「問い」に対して，
十分に回答できているとは言い難い。
　さらに，表 5–2は2013年から2016年にかけて
中央政府と大ロンドン市が 1年おきに共同で刊
行した『2012年がインスパイアしたもの――
2012年ロンドン大会のレガシー（Inspired by 
2012: The Legacy from the London 2012 Olympic 
and Paralympic Games）』という報告書（HM 
Government and Mayor of London, 2013, 2014, 
2015, 2016）の，＜スポーツ的レガシー＞に関
わる記述をまとめたものである。これらの報告
書では，IOC，文化・メディア・スポーツ省の
報告書と同様に＜レガシー＞計画で取り上げら
れていた様々なプログラムに対する投資額や裨
益者（団体）数が示されるだけでなく，＜レガ
シー＞計画の段階では記載されていなかった，
2012年ロンドン大会後に始められた政策的取り
組みまでもが大会との直接的な関係性があるの
かどうかを問われることなく2012年ロンドン大
会の＜レガシー＞として紹介されている。この
ことは大会の＜レガシー＞をめぐる評価が，
IOC の＜レガシー＞戦略と同様にポジティブ
な＜レガシー＞に埋めつくされ，そしてウィー
ドのいう「2012年大会に対する93億ポンドの公
共投資を正当化するために何らかの成果を主張
する政治的プロジェクト」に陥ってしまってい
ることを端的に表しているように思われる。
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す
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イ
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イ
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イ
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ク
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ボ
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ラ
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ラ
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す
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す
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ラ
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ユ
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リ
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れ
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⻑
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ラ
ム
」
の
恩
恵
を
受
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ロ
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シ
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す
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け
て
ス
ポ
ー
ツ
参
加
率
が
上
昇
し
て
い
る
※
Gr
an
t T
ho
rn
to
n 
et
 al
. (
20
13
) 
20
13
年
7月
 
Ta
kin
g P
ar
tで
は
20
05
/0
6年
度
か
ら
20
12
年
に
か
け
て
過
去
の
1週
間
で
適
度
な
強
度
の
ス
ポ
ー
ツ
（
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
、
自
転
車
含
む
）
を
30
分
、
1回
以
上
施
し
た
人
が
3.5
%上
昇
（
15
0万
人
に
相
当
）
 
Ac
tiv
e P
eo
ple
で
は
20
05
/0
6年
度
か
ら
20
11
/1
2年
度
に
か
け
て
、
週
30
分
、
適
度
な
強
度
の
ス
ポ
ー
ツ
を
実
施
し
た
人
が
1.8
%上
昇
そ
の
理
由
と
し
て
は
 
１
）
大
会
に
関
連
し
て
展
開
さ
れ
た
参
加
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
ス
ポ
ー
ツ
・
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
に
よ
る
競
技
団
体
へ
の
支
援
、
Go
ld 
Ch
all
en
ge
、
Ins
pir
e、
Ch
an
ge
4L
ife
な
ど
）
 
２
）
ス
ポ
ー
ツ
イ
ン
フ
ラ
へ
の
投
資
（
ス
ポ
ー
ツ
・
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
「
場
、
人
、
プ
レ
イ
」
、
そ
の
一
環
の
Sp
or
t M
ak
er
s、
大
会
の
事
前
キ
ャ
ン
プ
）
 
３
）
大
会
開
催
に
よ
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
関
心
の
刺
激
（
Ta
kin
g P
ar
t調
査
の
結
果
、
実
施
層
の
12
％
、
非
実
施
層
の
3.3
%）
・
Int
er
na
tio
na
l In
sp
ira
tio
nプ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
る
国
際
的
な
機
会
の
提
供
（
当
初
の
計
画
の
20
カ
国
、
12
00
万
人
に
対
し
、
11
00
万
人
に
対
し
て
）
大
会
は
子
ど
も
・
若
者
世
代
を
鼓
舞
し
た
・
学
校
競
技
会
（
1万
30
00
校
以
上
の
参
加
）
・
Ch
an
ge
4L
ife
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
へ
の
参
加
（
15
万
30
00
人
の
子
ど
も
）
・
Sp
or
tiv
at
eへ
14
万
55
5人
が
参
加
・
Pr
em
ier
 Le
ag
ue
 4 
Sp
or
t（
8つ
の
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
の
振
興
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
に
11
歳
か
ら
16
歳
ま
で
の
子
ど
も
3万
93
27
人
が
参
加
・
調
査
に
お
い
て
5歳
か
ら
10
歳
の
36
％
、
11
歳
か
ら
15
歳
の
52
％
、
16
歳
か
ら
24
歳
の
25
％
が
大
会
に
よ
っ
て
よ
り
ス
ポ
ー
ツ
を
実
施
し
た
い
と
思
っ
た
と
回
答
・
最
新
の
Ta
kin
g p
ar
t調
査
に
よ
れ
ば
、
過
去
1週
間
の
ス
ポ
ー
ツ
実
施
率
は
20
11
/1
2年
度
と
比
較
し
て
5歳
か
ら
10
歳
で
は
76
％
、
11
歳
か
ら
15
歳
で
は
94
.4%
へ
と
上
昇
し
た
・
20
15
年
ま
で
の
学
校
競
技
会
に
対
す
る
投
資
に
加
え
て
、
小
学
校
で
の
ス
ポ
ー
ツ
活
動
と
20
17
年
ま
で
の
Sp
or
tiv
at
eの
実
施
の
た
め
に
毎
年
1億
50
00
万
ポ
ン
ド
が
投
資
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
大
会
は
イ
ギ
リ
ス
の
エ
リ
ー
ト
ス
ポ
ー
ツ
に
お
け
る
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
改
善
の
き
っ
か
け
と
な
っ
た
・
大
会
前
の
メ
ダ
ル
獲
得
目
標
値
は
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
で
40
〜
70
、
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
で
95
〜
14
5に
設
定
さ
れ
て
い
た
が
、
ど
ち
ら
も
達
成
（
65
、
12
0）
・
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
28
競
技
の
う
ち
、
20
競
技
が
個
々
の
目
標
値
を
達
成
も
し
く
は
予
想
を
超
え
る
成
果
を
手
に
し
た
・
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
で
は
金
メ
ダ
ル
順
位
第
4位
と
い
う
目
標
を
超
え
て
第
3位
に
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
は
金
メ
ダ
ル
順
位
第
2位
と
い
う
目
標
に
は
届
か
な
か
っ
た
が
、
第
3位
に
・
上
記
の
成
果
を
支
え
た
要
因
は
、
助
成
金
の
増
額
、
タ
レ
ン
ト
発
掘
・
育
成
、
ア
ス
リ
ー
ト
と
引
退
後
の
キ
ャ
リ
ア
に
対
す
る
支
援
、
指
導
者
育
成
、
国
際
的
な
競
技
大
会
の
実
施
、
科
学
的
研
究
表
 5
–1
　
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
お
よ
び
そ
の
＜
レ
ガ
シ
ー
＞
に
対
す
る
評
価
報
告
書
の
概
要
（
そ
の
1
）
2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピックの＜スポーツ的レガシー＞とは？ 15
評
価
報
告
書
概
要
『
20
12
年
が
イ
ン
ス
パ
イ
ア
し
た
も
の
―
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
の
レ
ガ
シ
ー
』
ス
ポ
ー
ツ
と
健
康
的
な
生
活
※
HM
 G
ov
er
nm
en
t a
nd
 M
ay
or
 of
 L
on
do
n(
20
13
) 
20
13
年
7月
・
エ
リ
ー
ト
ス
ポ
ー
ツ
に
対
す
る
助
成
の
増
加
（
リ
オ
大
会
に
向
け
て
4年
間
で
3億
47
00
万
ポ
ン
ド
。
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
と
比
較
す
る
と
、
全
体
的
に
は
13
％
、
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
は
7％
、
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
は
45
％
増
加
）
・
UK
ス
ポ
ー
ツ
の
"G
old
 E
ve
nt
 S
er
ies
"と
い
う
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
て
4年
間
で
70
を
超
え
る
世
界
的
に
最
も
名
声
の
あ
る
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
（
36
の
世
界
／
欧
州
選
手
権
を
含
む
）
を
イ
ギ
リ
ス
に
招
致
す
る
／
開
催
す
る
た
め
に
27
00
万
ポ
ン
ド
を
投
資
・
20
05
年
に
開
催
権
を
獲
得
し
て
か
ら
14
0万
人
が
週
に
1回
ス
ポ
ー
ツ
を
実
施
す
る
よ
う
に
な
り
（
特
に
若
者
、
女
性
、
障
害
者
に
お
け
る
増
加
）
、
ま
た
4年
間
で
10
億
ポ
ン
ド
が
若
者
／
地
域
ス
ポ
ー
ツ
に
投
資
さ
れ
る
・
20
13
年
9月
以
降
、
2年
間
で
1年
あ
た
り
1億
50
00
万
ポ
ン
ド
が
小
学
校
の
ス
ポ
ー
ツ
に
投
資
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
・
20
カ
国
、
15
00
万
人
が
Int
er
na
tio
na
l In
sp
ira
tio
nに
参
加
し
た
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
か
ら
の
レ
ガ
シ
ー
・
大
会
は
障
害
者
に
対
す
る
見
方
に
対
し
て
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
影
響
を
与
え
た
と
81
％
が
回
答
・
障
害
者
に
よ
る
ス
ポ
ー
ツ
参
加
の
増
加
・
リ
オ
大
会
に
向
け
て
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
代
表
選
手
団
へ
の
財
政
的
支
援
の
増
加
・
地
域
レ
ベ
ル
に
お
け
る
ス
ポ
ー
ツ
に
対
す
る
ア
ク
セ
ス
と
参
加
を
支
援
す
る
た
め
の
助
成
の
増
加
『
20
12
年
が
イ
ン
ス
パ
イ
ア
し
た
も
の
―
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
の
レ
ガ
シ
ー
ス
ポ
ー
ツ
と
健
康
的
な
生
活
 
2年
目
の
年
次
報
告
書
 
20
14
年
夏
』
・
"M
ov
ing
 M
or
e, 
Liv
ing
 M
or
e"
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
立
ち
上
げ
（
身
体
活
動
を
実
施
し
て
い
な
い
層
に
対
す
る
も
の
）
※
HM
 G
ov
er
nm
en
t a
nd
 M
ay
or
 of
 L
on
do
n(
20
14
) 
20
14
年
7月
・
国
家
的
な
身
体
活
動
実
施
枠
組
み
の
設
定
（
Pu
bli
c H
ea
lth
 E
ng
lan
d主
導
）
・
ス
ポ
ー
ツ
・
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
助
成
を
用
い
て
16
00
の
地
域
の
ス
ポ
ー
ツ
施
設
が
改
修
さ
れ
る
・
小
学
校
の
ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
改
修
の
た
め
に
新
た
に
18
00
万
ポ
ン
ド
を
国
営
宝
く
じ
か
ら
支
援
（
60
0の
学
校
が
利
益
を
得
る
）
・
障
害
者
に
対
す
る
ス
ポ
ー
ツ
機
会
の
提
供
の
た
め
に
80
0万
ポ
ン
ド
を
国
営
宝
く
じ
か
ら
支
援
・
20
13
年
9月
以
降
、
3年
間
で
1年
あ
た
り
1億
50
00
万
ポ
ン
ド
が
小
学
校
の
ス
ポ
ー
ツ
に
投
資
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
（
当
初
の
計
画
よ
り
、
1年
間
延
⻑
）
・
ソ
チ
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
で
の
イ
ギ
リ
ス
選
手
団
の
成
功
（
UK
ス
ポ
ー
ツ
が
設
定
し
た
目
標
値
を
ど
ち
ら
も
超
え
る
）
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
か
ら
の
レ
ガ
シ
ー
・
ク
イ
ー
ン
・
エ
リ
ザ
ベ
ス
・
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ー
ク
に
て
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
デ
ー
の
開
催
・
ス
ト
ー
ク
・
マ
ン
デ
ビ
ル
で
ソ
チ
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
聖
火
を
採
火
。
将
来
的
に
も
こ
の
儀
式
を
継
続
す
る
こ
と
に
・
東
ロ
ン
ド
ン
で
M
ot
iva
te
 E
as
tプ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
て
60
00
を
超
え
る
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
を
実
施
『
20
12
年
が
イ
ン
ス
パ
イ
ア
し
た
も
の
―
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
の
レ
ガ
シ
ー
ス
ポ
ー
ツ
と
健
康
的
な
生
活
 
３
年
目
の
年
次
報
告
書
 
20
15
年
夏
』
・
20
11
年
以
降
、
ス
ポ
ー
ツ
・
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
に
よ
っ
て
24
00
を
超
え
る
地
域
の
ス
ポ
ー
ツ
施
設
に
1億
65
00
万
ポ
ン
ド
が
投
資
さ
れ
る
※
HM
 G
ov
er
nm
en
t a
nd
 M
ay
or
 of
 L
on
do
n(
20
15
) 
20
15
年
7月
・
身
体
活
動
促
進
の
た
め
の
枠
組
み
と
し
て
、
"E
ve
ryb
od
y A
cti
ve
, E
ve
ry 
Da
y"
を
立
ち
上
げ
・
ス
ポ
ー
ツ
・
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
"G
et
 H
ea
lth
y, 
Ge
t A
cti
ve
"基
金
を
通
じ
て
、
20
15
年
の
間
に
最
も
活
動
し
な
い
人
び
と
を
対
象
と
し
た
16
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
54
0万
ポ
ン
ド
を
配
分
す
る
・
英
連
邦
競
技
会
を
含
む
様
々
な
大
規
模
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
・
文
化
・
メ
デ
ィ
ア
・
ス
ポ
ー
ツ
省
と
UK
ス
ポ
ー
ツ
に
よ
り
、
大
規
模
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
を
支
援
す
る
"G
old
 Fr
am
ew
or
k"
が
刊
行
さ
れ
る
・
「
大
ロ
ン
ド
ン
市
⻑
の
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ガ
シ
ー
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
通
じ
て
10
6の
地
域
ス
ポ
ー
ツ
施
設
が
改
修
さ
れ
る
と
と
も
に
、
40
万
人
の
ロ
ン
ド
ン
市
⺠
が
ス
ポ
ー
ツ
・
身
体
活
動
に
参
加
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
か
ら
の
レ
ガ
シ
ー
・
20
14
年
に
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ー
ク
で
開
催
さ
れ
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
デ
ー
に
は
3万
人
が
参
加
し
、
バ
ー
ミ
ン
ガ
ム
、
リ
ヴ
ァ
プ
ー
ル
、
グ
ラ
ス
ゴ
ー
で
も
開
催
・
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ー
ク
内
に
M
an
de
vil
le 
Pl
ac
eを
開
設
（
20
12
年
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
記
憶
と
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
ム
ー
ブ
メ
ン
ト
の
た
め
）
『
20
12
年
が
イ
ン
ス
パ
イ
ア
し
た
も
の
―
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
の
レ
ガ
シ
ー
ス
ポ
ー
ツ
と
健
康
的
な
生
活
 
4年
目
の
年
次
報
告
書
 
20
16
年
夏
』
・
20
11
年
以
降
、
ス
ポ
ー
ツ
・
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
に
よ
っ
て
28
00
を
超
え
る
地
域
の
ス
ポ
ー
ツ
施
設
に
1億
93
00
万
ポ
ン
ド
が
投
資
さ
れ
る
※
HM
 G
ov
er
nm
en
t a
nd
 M
ay
or
 of
 L
on
do
n(
20
16
) 
20
16
年
7月
・
学
校
競
技
会
等
を
通
じ
て
体
育
・
学
校
ス
ポ
ー
ツ
へ
の
投
資
・
20
12
年
以
降
、
1万
70
00
回
以
上
の
イ
ン
ス
ピ
レ
ー
シ
ョ
ン
・
デ
ー
の
開
催
（
オ
リ
ン
ピ
ア
ン
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ア
ン
に
よ
る
訪
問
）
・
エ
リ
ー
ト
ス
ポ
ー
ツ
に
対
す
る
継
続
的
な
投
資
―
20
12
年
以
降
、
夏
季
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
に
は
2億
74
00
万
ポ
ン
ド
、
夏
季
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
種
目
に
は
72
00
万
ポ
ン
ド
を
投
資
・
大
規
模
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
と
"G
old
 Fr
am
ew
or
k"
の
刊
行
・
イ
ー
ス
ト
・
ミ
ッ
ド
ラ
ン
ズ
、
ロ
ン
ド
ン
、
シ
ェ
フ
ィ
ー
ル
ド
に
国
立
ス
ポ
ー
ツ
・
運
動
医
学
セ
ン
タ
ー
を
開
設
（
IO
Cの
研
究
セ
ン
タ
ー
に
認
定
）
・
ロ
ン
ド
ン
で
は
、
大
ロ
ン
ド
ン
市
お
よ
び
パ
ー
ト
ナ
ー
の
投
資
に
よ
っ
て
、
10
0以
上
の
地
域
ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
建
設
、
改
修
を
支
援
し
、
45
万
人
の
ロ
ン
ド
ン
市
⺠
が
大
ロ
ン
ド
ン
市
が
支
援
し
た
地
域
の
ス
ポ
ー
ツ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
恩
恵
を
受
け
る
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
か
ら
の
レ
ガ
シ
ー
・
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
デ
ー
の
開
催
・
M
an
de
vil
le 
Pl
ac
eの
開
設
・
Na
tio
na
l P
ar
aly
mp
ic 
He
rit
ag
e T
ru
stの
開
設
（
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
ム
ー
ブ
メ
ン
ト
の
歴
史
を
守
り
、
共
有
し
て
い
く
た
め
）
・
20
05
年
に
比
べ
て
22
万
20
00
人
の
よ
り
多
く
の
障
害
者
が
ス
ポ
ー
ツ
を
定
期
的
に
実
施
す
る
よ
う
に
な
る
・
3万
60
00
人
の
障
害
を
持
つ
東
ロ
ン
ド
ン
地
区
の
市
⺠
が
M
ot
iva
te
 E
as
tを
通
じ
て
健
康
・
身
体
活
動
に
参
加
表
 5
–2
　
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
お
よ
び
そ
の
＜
レ
ガ
シ
ー
＞
に
対
す
る
評
価
報
告
書
の
概
要
（
そ
の
2
）
広島経済大学研究論集 第41巻第 3号16
評
価
報
告
書
概
要
『
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
―
大
会
後
の
総
括
』
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
つ
い
て
※
Ho
us
e o
f C
om
m
on
s C
om
m
itt
ee
 of
 P
ub
lic
 A
cc
ou
nt
s (
20
13
) 2
01
3年
3月
・
文
化
・
メ
デ
ィ
ア
・
ス
ポ
ー
ツ
省
は
「
場
・
人
・
プ
レ
イ
」
と
Sp
or
t M
ak
er
sプ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
ク
ラ
ブ
の
運
営
や
指
導
に
携
わ
る
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
で
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
対
す
る
支
援
を
含
む
も
の
で
あ
る
と
我
々
に
説
明
し
た
。
 
我
々
は
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
に
対
し
て
真
に
必
要
な
支
援
を
提
供
し
よ
う
と
い
う
意
図
は
歓
迎
す
る
が
、
我
々
に
と
っ
て
は
ゲ
ー
ム
ズ
・
メ
ー
カ
ー
で
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
経
験
が
こ
の
点
に
お
い
て
ど
の
よ
う
に
し
て
有
益
な
も
の
に
な
る
の
か
は
明
確
で
は
な
か
っ
た
。
よ
り
広
い
レ
ガ
シ
ー
・
ス
ポ
ー
ツ
参
加
の
増
加
に
つ
い
て
、
文
化
・
メ
デ
ィ
ア
・
ス
ポ
ー
ツ
省
は
現
在
そ
れ
を
測
定
す
る
指
標
と
し
て
、
か
つ
て
の
よ
う
に
週
3回
ス
ポ
ー
ツ
を
実
施
す
る
人
び
と
の
数
で
は
な
く
、
週
1回
ス
ポ
ー
ツ
を
実
施
す
る
人
び
と
の
数
を
用
い
て
い
る
。
週
1回
と
い
う
新
た
な
指
標
に
基
づ
く
と
、
 
文
化
・
メ
デ
ィ
ア
・
ス
ポ
ー
ツ
省
は
招
致
決
定
の
段
階
に
⽐
べ
て
15
0万
人
以
上
が
ス
ポ
ー
ツ
に
参
加
す
る
よ
う
に
な
っ
た
と
い
う
。
文
化
・
メ
デ
ィ
ア
・
ス
ポ
ー
ツ
省
は
継
続
的
な
成
⻑
を
⾒
る
こ
と
を
期
待
し
、
特
に
人
び
と
に
ス
ポ
ー
ツ
を
す
る
機
会
を
提
供
す
る
「
場
・
人
・
プ
レ
イ
」
 
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
重
要
性
に
触
れ
て
い
た
。
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
に
つ
い
て
は
⼤
成
功
で
あ
り
、
文
化
・
メ
デ
ィ
ア
・
ス
ポ
ー
ツ
省
は
我
々
に
こ
れ
を
活
用
す
る
の
に
熱
⼼
で
あ
る
と
⾔
う
が
、
障
害
者
に
よ
る
ス
ポ
ー
ツ
参
加
率
は
国
⺠
全
体
の
参
加
率
と
⽐
較
す
る
と
⼤
き
な
差
が
あ
る
。
『
火
を
灯
し
続
け
る
―
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
レ
ガ
シ
ー
』
ス
ポ
ー
ツ
参
加
※
Ho
us
e o
f L
or
ds
 S
ele
ct
 C
om
m
itt
ee
 on
 O
lym
pic
 an
d P
ar
aly
m
pic
 L
eg
ac
y (
20
13
)
・
⼤
会
後
、
イ
ギ
リ
ス
全
体
で
の
ス
ポ
ー
ツ
参
加
に
お
け
る
変
化
、
様
々
な
ス
ポ
ー
ツ
種
目
へ
の
参
加
に
お
け
る
変
化
は
具
体
化
さ
れ
て
い
な
い
。
20
13
年
11
月
・
我
々
は
、
現
在
の
努
力
に
一
貫
性
を
持
た
せ
る
た
め
に
⼤
会
の
レ
ガ
シ
ー
に
責
任
を
持
つ
一
人
の
⼤
臣
の
主
導
の
も
と
、
明
確
に
定
め
ら
れ
た
計
画
を
即
座
に
実
行
す
る
こ
と
を
提
⾔
す
る
。
中
期
的
に
は
我
々
は
、
将
来
の
イ
ベ
ン
ト
に
お
い
て
ス
ポ
ー
ツ
参
加
を
改
善
す
る
同
様
の
機
会
が
失
わ
れ
な
い
 
よ
う
に
保
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
・
⼤
会
は
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
鼓
舞
す
る
た
め
に
で
き
た
こ
と
の
印
象
的
な
事
例
で
あ
っ
た
が
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
と
っ
て
意
味
の
あ
る
レ
ガ
シ
ー
を
よ
り
広
く
遺
す
こ
と
を
保
証
す
る
上
で
、
将
来
的
な
イ
ベ
ン
ト
の
計
画
も
含
め
、
よ
り
多
く
の
こ
と
が
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
っ
た
。
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
⼤
会
は
障
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
ス
ポ
ー
ツ
参
加
を
鼓
舞
す
る
真
の
機
会
を
提
供
し
た
が
、
ク
ラ
ブ
に
お
い
て
施
設
の
質
の
点
で
障
壁
が
存
在
す
る
。
こ
の
こ
と
は
障
害
者
が
ス
ポ
ー
ツ
に
参
加
す
る
こ
と
を
試
み
る
上
で
影
響
を
与
え
る
だ
ろ
う
。
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
望
ま
れ
た
レ
ガ
シ
ー
は
障
害
に
対
す
る
一
般
的
な
認
識
を
転
換
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
メ
デ
ィ
ア
報
道
は
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
に
対
す
る
一
般
の
認
識
を
変
え
る
上
で
⼤
き
な
効
果
を
有
し
て
い
た
。
障
害
を
持
つ
人
に
対
す
る
よ
り
一
般
的
な
認
識
に
同
様
の
影
響
を
も
た
ら
し
た
か
 
ど
う
か
は
あ
ま
り
定
か
で
は
な
い
。
体
育
と
学
齢
期
の
子
ど
も
・
社
会
的
な
イ
ン
フ
ラ
と
同
様
に
、
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と
学
校
の
相
互
交
流
は
身
体
活
動
に
つ
い
て
の
生
涯
に
わ
た
る
パ
タ
ー
ン
を
確
立
す
る
上
で
重
要
で
あ
る
。
我
々
は
Gr
ey
-T
ho
mp
so
n卿
の
ウ
ェ
ー
ル
ズ
の
学
校
に
お
け
る
ス
ポ
ー
ツ
に
関
す
る
研
究
の
知
⾒
を
支
持
す
る
と
と
も
に
、
 
そ
の
知
⾒
を
支
え
る
原
則
は
イ
ギ
リ
ス
全
体
に
も
適
用
さ
れ
る
べ
き
だ
と
信
じ
て
い
る
。
・
特
に
、
体
育
は
学
校
で
の
⽇
常
に
お
い
て
よ
り
強
調
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
し
、
教
員
、
特
に
⼩
学
校
の
教
員
は
、
我
々
が
意
味
の
あ
る
成
⻑
を
達
成
し
よ
う
と
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
体
育
を
教
え
る
た
め
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
と
ス
キ
ル
が
必
要
と
な
る
。
体
育
の
改
善
は
根
本
的
な
も
の
で
あ
り
、
 
我
々
は
教
育
省
と
教
育
水
準
局
に
こ
う
し
た
変
化
を
生
じ
さ
せ
る
た
め
に
よ
り
積
極
的
に
な
る
よ
う
要
求
す
る
。
ハ
イ
・
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
ス
ポ
ー
ツ
・
我
々
は
UK
ス
ポ
ー
ツ
の
競
技
団
体
に
対
す
る
助
成
に
お
け
る
「
妥
協
な
き
」
ア
プ
ロ
ー
チ
を
検
討
し
た
。
こ
れ
は
近
年
の
イ
ギ
リ
ス
選
手
団
の
上
位
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
明
ら
か
に
改
善
し
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
「
妥
協
な
き
」
ア
プ
ロ
ー
チ
は
原
則
的
に
遡
及
的
な
も
の
で
あ
る
。
 
こ
れ
は
ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
や
バ
レ
ー
ボ
ー
ル
の
よ
う
な
20
12
年
⼤
会
に
お
い
て
熱
狂
を
生
み
出
し
た
新
興
ス
ポ
ー
ツ
の
支
援
に
は
全
く
な
ら
な
い
。
・
メ
ダ
ル
の
数
に
対
す
る
偏
重
は
チ
ー
ム
競
技
に
対
す
る
内
在
的
な
偏
⾒
で
あ
る
。
我
々
は
UK
ス
ポ
ー
ツ
に
対
し
て
よ
り
柔
軟
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
と
る
よ
う
に
要
求
す
る
。
こ
の
こ
と
は
上
記
の
問
題
を
考
慮
し
、
ま
た
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ス
ポ
ー
ツ
が
よ
り
広
い
基
盤
、
将
来
の
世
界
的
な
タ
レ
ン
ト
が
現
れ
る
 
よ
り
広
い
プ
ー
ル
を
醸
成
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
。
施
設
の
レ
ガ
シ
ー
・
⼤
会
の
施
設
の
将
来
に
つ
い
て
考
え
る
な
ら
ば
、
我
々
は
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
ス
タ
ジ
ア
ム
の
将
来
的
な
利
用
に
つ
い
て
の
議
論
に
失
望
し
た
し
、
関
係
者
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
利
益
を
最
⼤
化
す
る
こ
と
を
保
証
す
る
た
め
に
協
働
す
る
よ
う
に
依
頼
す
る
。
そ
の
他
の
恒
久
的
な
施
設
は
 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
全
体
に
対
す
る
ア
ク
セ
ス
性
も
組
み
入
れ
、
将
来
の
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
す
る
ワ
ー
ル
ド
ク
ラ
ス
の
施
設
を
持
続
的
に
提
供
で
き
る
よ
う
に
も
な
っ
て
い
る
。
我
々
は
ホ
ワ
イ
ト
・
エ
レ
フ
ァ
ン
ト
を
く
ま
な
く
探
し
た
が
、
⾒
つ
け
ら
れ
な
か
っ
た
。
表
 5
–3
　
20
12
年
ロ
ン
ド
ン
大
会
お
よ
び
そ
の
＜
レ
ガ
シ
ー
＞
に
対
す
る
評
価
報
告
書
の
概
要
（
そ
の
3
）
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4．2．2 イギリス下院／上院委員会による評
価報告書
　こうして IOC，イギリス中央政府，大ロン
ドン市によって刊行された評価報告書が「政策
評価研究」としては様々な問題点を抱えている
一方で，イギリス下院会計委員会が2013年 3 月
に刊行した『2012年ロンドンオリンピック・パ
ラリンピック競技大会――大会後の総括（The 
London 2012 Olympic Games and Paralympic 
Games: Post-Games Review）』（House of 
Commons Committee of Public Accounts, 2013）
と上院オリンピック・パラリンピックレガシー
特別委員会が2013年11月に刊行した『火を灯し
続ける――オリンピック・パラリンピックのレ
ガシー（Keeping the Flame Alive: The Olympic 
and Paralympic Legacy）』（House of Lords 
Select Committee on Olympic and Paralympic 
Legacy, 2013）という 2 つの報告書は，かなり
批判的な立場から2012年ロンドン大会の＜レガ
シー＞を評価している。表 5–3はこれら 2つの
報告書における＜スポーツ的レガシー＞に関す
る記述の概要を示したものである。まず，ス
ポーツ参加に関しては，下院の報告書では文
化・メディア・スポーツ省による説明がやや懐
疑的に取り上げられている一方で，上院の報告
書では2012年ロンドン大会後にスポーツ参加や
個別のスポーツ種目への参加における変化が見
られないことが明確に指摘されている。また，
上院の評価報告書にいたっては，UK スポーツ
の「妥協なき」アプローチが「イギリス選手団
の上位のパフォーマンスを明らかに改善してき
た」と評価しつつも，このアプローチがハンド
ボールやバレーボールのような新興スポーツや
チームスポーツに対して不利益となっているこ
とを痛烈に批判している（House of Lords 
Select Committee on Olympic and Paralympic 
Legacy, 2013: 10–12）。また，どちらの報告書
もパラリンピックの成功を評価しつつも，パラ
リンピックが人びとの障害者に対する認識に変
化をもたらしたのか，障害者スポーツの振興に
つながっているのか，健常者と障害者の間のス
ポーツ参加をめぐる格差の解消につながってい
るのか，疑問を呈している。こうしてみると，
イギリス下院・上院の報告書は先に挙げた政策
評価研究の根本的な「問い」に基づいて，真摯
に2012年ロンドン大会の＜スポーツ的レガ
シー＞と向き合い，これを遺すための方策とは
何かを考えているように見受けられる。
5． お　わ　り　に
　本稿では，政策評価研究の立場から，2012年
ロンドン大会の＜レガシー＞に関する計画と，
大会後に刊行された大会自体と同大会の＜レガ
シー＞に関する評価報告書の内容を比較検討す
ることで，2012年ロンドン大会に向けてどのよ
うな＜スポーツ的レガシー＞が企図されていた
のか，また，2012年ロンドン大会を通じていか
なる＜スポーツ的レガシー＞が遺されたのかを
明らかにしようとしてきた。この作業を通じて
明らかになったことは，2012年ロンドン大会に
関する＜レガシー＞計画（特に保守党・自由民
主党連立政権のもとで出された計画）と大会後
に IOC，イギリス中央政府（文化・メディア・
スポーツ省），大ロンドン市によって刊行され
た評価報告書は，2012年ロンドン大会の＜ス
ポーツ的レガシー＞に関する政策的取り組み
（プログラム）の「インプット」（プログラムに
対する投資額など）と「アウトプット」（プロ
グラムの裨益者（団体）数など）を強調するこ
とに留まっており，スポーツ参加の実態や人び
との行動様式に対して具体的にどのような長期
的変化（＝＜レガシー＞）をもたらしたのかに
ついてはほとんど論じていない点である。すな
わち，「レガシーをめぐる物語」の展開に終始
し，政策評価で一般的な「企画立案（Plan）」，
「実施（Do）」，「評価（Check）」，「企画立案へ
広島経済大学研究論集 第41巻第 3号18
の反映（Action）」という PDCA サイクルに基
づく政策評価に耐えうる内容にはなっていない
ように思われる。確かに，2012年ロンドン大会
の＜スポーツ的レガシー＞の構築に向けて様々
な政策的取り組み（プログラム）が展開され，
多額の投資が行われた点は評価すべきである。
また，＜レガシー＞は，たとえば10年間といっ
たより長いタイムスパンで評価されるべき対象
であることから，現時点で何らかの評価を下す
のは時期尚早であるかもしれない。しかしなが
ら，「具体的で明確な，測定可能な目標の設定」，
「一定期間経過後の目標に対する評価」という
形式を取らなければ，2012年ロンドン大会の
＜スポーツ的レガシー＞に関する政策評価は，
「レガシー戦略がいかなる成果をもたらし，そ
れがどのように伝達されたかという点を理解す
るという政策プロジェクト」ではなく，「2012
年大会に対する93億ポンドの公共投資を正当化
するために何らかの成果を主張する政治的プロ
ジェクト」（Weed, 2014: 282）のままであり続
けることになるだろう。実際に，イギリス政府
（内閣府）は2015年12月に『スポーツの未来
――活動的なネーションに向けた新たな戦略
（Sporting Future: A New Strategy for an Active 
Nation）』（HM Government, 2015）を刊行し，
今後はスポーツを「する」ことだけでなく，ス
ポーツを「観る」ことやスポーツに関わる「ボ
ランティアを行う」ことを含めた「スポーツに
参画する（engagement in sport）」ことの価値
を考慮した政策にすること，また，これに関
わって従来の Active People 調査に代わり
Active Lives という新たな調査を開始し，「 1
週間に何回スポーツ・身体活動を行ったか」と
いう頻度ではなく，「 1 週間に何分スポーツ・
身体活動を行ったか」という実態を新たな政策
指標とすることを打ち出した。こうした政策的
変化は，2012年ロンドン大会の＜スポーツ的レ
ガシー＞に関する評価をより曖昧なものにする
恐れがある。
　こうした状況を受けてとも考えられるが，
IOC は2017年12月に『レガシーに対する戦略
的アプローチ――前に進む（Legacy Strategic 
Approach: Moving Forward）』（IOC, 2017）と
いう，オリンピックの＜レガシー＞に関する新
たな戦略文書を刊行し，今後は招致過程の段階
から IOC が立候補都市と綿密に大会の＜レガ
シー＞について協議すること，＜レガシー＞に
関する計画とその実施，それに関わるガバナン
スを改善すること，＜レガシー＞を考える上で
は大会との直接的な関連性（causality）を考慮
すること，大会後の＜レガシー＞に関するモニ
タリングを改善することを提起している。本稿
で論じてきた2012年ロンドン大会の＜スポーツ
的レガシー＞の評価のあり方をめぐる問題点や
このような IOC の＜レガシー＞戦略の方向転
換を踏まえながら，いかにして2020年東京大会
の＜スポーツ的レガシー＞構築に向けた取り組
みを行い，評価するのか。2020年大会の開催ま
であと 2年を切った今こそ，日本のスポーツ政
策研究者の真価が問われているのではないだろ
うか。
註
1） たとえば，2020年東京大会招致委員会は2013年
に IOC に提出した立候補ファイルのなかで，以
下に示すように，2012年ロンドン大会を2020年東
京大会のひとつの「理想像」として位置づけてい
た。
　私たちは，ロンドンで開催された素晴らし
い大会に触発されている。近代的な国際都市
における大会のあり方や，優れた財産を惜し
みなく用いて，この先進的かつ象徴的な都市が，
いかに新たな基準を打ち立てながら競技と祭
典を開催するのかを目の当たりにした。東京は，
文化，財政，組織力など極めて多くの強みを
持つ都市であり，私たちはこれらを余すとこ
ろなく活用したいという思いを一層強くして
いる。
（東京2020オリンピック・パラリンピック 
招致委員会，2013: preface）
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同様に，文部科学省は2015年に公表した「オリン
ピック・パラリンピックレガシー創出に向けた文
部科学省の考えと取組」において次のように述べ，
2012年ロンドン大会の＜レガシー＞に関する取り
組みを「手本」に2020年東京大会の＜レガシー＞
構築に取り組むとしている。
　また，2012年のロンドン大会は，成熟国家
として「オリンピック・パラリンピックレガ
シー」の創出に取り組み，IOC をはじめとし
国内外から高く評価されている。2020年の東
京大会は，その流れを引き継ぐとともに，世
界で初めてパラリンピックをオリンピックと
同時に 2 回開催する国として，更に発展させ
ることが国内外から注目されている。
（文部科学省，2015）
2） 行政学者である真山達志によれば，政策研究は
1）政策決定の研究（政策が作られる過程に焦点
を合わせた研究）， 2）政策実施の研究（決定さ
れた政策の実施（執行）に関する研究）， 3）政
策評価の研究（政策実施過程または政策ないし施
策・事業そのものを評価しようとする研究），の
3 つに大別できるという（真山，2014: 6–9）。そ
して，スポーツ政策研究においては，政策評価の
観点からの研究がとりわけ不十分であると指摘し
ている（真山，2014: 15）。本稿はこうした真山の
指摘を踏まえながら，2012年ロンドン大会の＜レ
ガシー＞構築に関する政策の実施過程（政策が規
定どおり実施されたか）およびその成果（目標を
どれだけ達成したか，具体的に何が遺されたのか）
を検討しようとするものである。
3） 正式名称は「グレートブリテン及び北アイルラ
ンド連合王国（the United Kingdom of Great 
Britain and Northern Ireland）」である。
4） 2012年ロンドン大会がいかなる＜スポーツ的レ
ガシー＞を遺したのかという点については，スポー
ツ・身体活動の参加率の変化を中心にいくつかの
論考が出始めている（Bretherton et al., 2016; 
Carter and Lorenc, 2013; Kokolakakis et al., 
2018）。しかし，本稿では紙幅の関係でこれらの
研究の内容について十分に検討することはできな
い。今後の課題としたい。
5） なお，この文書は，IOC においても＜レガ
シー＞の定義が「我々の努力の永続的な成果」
（ジャック・ロゲ IOC 会長（当時）によるスピー
チ，2008年），「コミュニティやそのイメージ，イ
ンフラを大きく変化させることのできる永続的な
利益」（IOC が刊行したレガシーに関するパンフ
レット，2013年），「オリンピック競技大会が開催
都市や開催地域にもたらすことのできる，余効，
単なる実際の影響というよりもしばしば長期的で
強調される利益，有形・無形の利益」（オリンピッ
クのレガシーに関するオリンピック競技大会ガイ
ド，2015年 9 月），「オリンピックへの立候補／オ
リンピック競技大会／スポーツイベントが終了し
た際に残る，ポジティブな影響」（IOC サステイ
ナビリティ・レガシー委員会における議論，2015
年）と複数存在していたことを明らかにしている
（IOC, 2017: 12）。
6） ただし，オリンピック・ムーブメントにおける
＜レガシー＞概念の歴史的展開に関する研究を行っ
たベッカ・レオプキーとミレナ・パラン（Leopkey 
and Parent, 2012）が指摘するように，＜レガ
シー＞という言葉は2002年以前にもオリンピッ
ク・パラリンピックの招致活動や大会報告書の中
で用いられていた。
7） なお，2012年ロンドン大会の＜スポーツ的レガ
シー＞に関しては，開催都市である大ロンドン市
もいくつかの計画を提示していた（GLA, 2008, 
2009）。その詳しい内容については，金子（2014b）
を参照。
8） なお，先行研究が指摘するように（Weed, 2013: 
89），2012年ロンドン大会の＜レガシー＞計画を
作成するにあたっては中央政府が大きく関与し，
また，開催都市（＝大ロンドン市）だけでなく開
催国全体（＝イギリス全土）にレガシーを遺すこ
とが試みられた点が特徴として挙げられる。
9） 「若者に向けた体育・スポーツ戦略」および「学
校スポーツパートナーシップ」の内容については，
内海（2010b）を参照。
10） スポーツ・イングランドはイングランドにおけ
る地域スポーツの振興を担当する政府系機関であ
る。イギリスでは各ホーム・ネーション（イング
ランド，スコットランド，ウェールズ，北アイル
ランド）にスポーツ・カウンシルが存在し，現在
は「スポーツ・イングランド」，「スポーツ・ス
コットランド（Sport Scotland）」，「スポーツ・
ウェールズ（Sport Wales）」，「スポーツ・北アイ
ルランド（Sport Northern Ireland）」という通称
で活動している。
11） UK スポーツの「妥協なき」アプローチの詳細
については，金子（2014a, 2016），久木留（2015），
和久（2013）を参照。
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